
※父母それぞれの指数の合計
※要件を合算する場合は上限を２０点とします。（※１）

号

4

8

10

※１

※２

※３

※４

※５

※６

月１６日以上実働７時間以上の就労が常態 17
月１６日以上実働６時間以上７時間未満の就労が常態

月２０日以上実働４時間未満で月６４時間以上の就労が常態 15

《保育の利用基準表》

保護者の状況等 基準指数

月２０日以上実働７時間以上の就労が常態 20
月２０日以上実働６時間以上７時間未満の就労が常態

1
就労

（※２）

内職 ※３

月１６日以上実働４時間以上５時間未満の就労が常態 14
上記以外で月６４時間以上の就労が常態 14

19
月２０日以上実働５時間以上６時間未満の就労が常態 18
月２０日以上実働４時間以上５時間未満の就労が常態 17

16
月１６日以上実働５時間以上６時間未満の就労が常態

出産の前後 出産前後の休養のため保育にあたることができない場合 18

2
就労内定または

就学内定
認可保育施設への入園の後２ヶ月以内の就労または就学が内定している。
（就労内定証明書または就学内定証明書が提出されている場合に限る）

※４

15

3
就労予定（求職中）

または就学予定
認可保育施設への入園の後２ヶ月以内の就労または就学を予定している。 10

5 疾病

１ヶ月以上の入院または入院予定 20

居宅内
療養

常時病臥 20
精神性 18

一般療養

6 障害

身体障害者程度等級が１級又は２級、知的障害の程度が（Ａ）、Ａの１又はＡの２、精神障
害者保健福祉手帳３級程度以上である場合 20

身体障害者程度等級が３級又は４級（聴覚障害の場合に限る）、知的障害の程度がＢの
１である場合 18

災害

医師が１ヶ月以上の安静を要すると診断した場合 18
医師が１ヶ月以上の通院加療を要すると診断した場合 14

介護・看護等

※５

20

18

14

在宅介護

重度障害者（要介護認定３から５まで、身体障害者障害程度等級が１級又
は２級、知的障害の程度が(Ａ)、Ａの１又はＡの２である者）の介護

常時観察と介護（食事・排泄・入浴の介護）を必要とする場合（要介護認定
１から２、身体障害者障害程度等級が３級又は４級（聴覚障害の場合に限
る）、知的障害の程度がＢの１又はＢの２である場合

上記以外の場合（自宅外の介護を含む）

病院・施設等の付添い (常時付添い）

11 上記以外
児童の保護者が前各号に類する状態にあることにより、当該児童を保育することができ
ないと認められる場合

1～6号を準用

要件が２つ以上に該当する場合は、該当する号に定める指数からそれぞれ１０点を控除して得た指数を合計した指数に１０点を
加えた指数（当該指数が２０点を超える場合には、２０点）により算定する。
ただし、２号から４号までのいずれかに該当する場合にあっては、２号から４号までを除き、該当する号に定める指数からそれぞ
れ１０点を控除して得た指数を合計した指数に１０点を加えた指数（当該指数が２０点を超える場合には、２０点）と、２号から４号
までのいずれかに該当する指数のいずれか高い指数により算定する。

学校・職業訓練施設等に通学又は通所している場合、月の就学時間が６４時間以上とする。

認可保育施設への利用申込み中において、保護者が申込み児童以外の乳幼児の産前・産後休暇又は育児休業を取得し、復職
しない申し出があった場合の指数は、－２点を用い調整する。

不存在等 死亡、離婚、未婚、行方不明、拘禁、離婚調停中の別居中 20

内職の場合の基準指数は、第１号の就労を準用し、－２点を用い調整する。

就労内定の場合の基準指数は、就労(内定)証明書に記載されている就労形態・就労日数・就労時間により就労中の場合と同様
に算定し、－２点を用い調整する。

就学内定の場合の基準指数は、通学（通所）の内定証明書に記載されている通学（通所）日数・通学（通所）時間により就学中の
場合と同様に算定し、－２点を用い調整する。

介護・看護等の病院・施設等への常時付添いの基準指数は、第１号の就労の基準点を準用する。

【利用調整における基準指数及び調整指数】

9

学校・職業訓練施
設等に通学又は
通所している場合

（※６）

１ヶ月に通学又は通所している日数が２０日以上の場合 16
１ヶ月に通学又は通所している日数が１８日以上の場合 15
１ヶ月に通学又は通所している日数が１６日以上の場合 14
上記以外の場合 12

震災・風水害・火災・その他の災害により家屋が損傷を受け、その復旧にあたっている場
合 20

身体障害者程度等級が４級（聴覚障害を除く）、５級、６級又は７級、知的障害の程度がＢ
の２である場合 14

7
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指数
転園
※５

1 ひとり親世帯で同居の祖父母がいない場合 ＋5

2
保護者の１人が単身赴任、入院等により１年以上長期不在（予定も含む）の場合（住民票、会社の証明、診
断書等による確認ができる場合に限る） ＋1

3 生活保護世帯である場合 ＋2

4 同居している６５歳未満の祖父母が保育することができないことの確認ができない場合 -3 ○

5 市外在住者（保護者のいずれかが市内在勤） 　 ※転入予定であることが確認できる場合を除く -4

6 市外在住者（市外在勤） ※転入予定であることが確認できる場合を除く -6

7 産後休暇・育児休業（制度有）が明け、復職する場合 ＋2

8
市内の認可保育施設で、週３５時間以上勤務する保育士・保育教諭として産後休暇・育児休業から復職する
場合 ＋10

9 市内の認可認可保育施設で、週３５時間以上勤務する保育士・保育教諭として就労が内定している場合 ＋10

10
市外の認可保育施設、又は市内外の認可外保育施設で、週３５時間以上勤務する保育士・保育教諭として
産後休暇・育児休業から復職する場合 ＋1

11
育児休業取得により一度退園し、育児休業明けの復職に伴い再度認可保育施設への利用を申込む場合
（育児休業取得の対象児童が同時に申込む場合は、その児童も同様に加点） ＋5

12
勤務先の破産、整理解雇その他の自己の責めに帰すべき事由によらない離職により求職活動中である場合
（入所等を開始する月が、離職日の属する月の翌月から４ヶ月以内にある場合に限る）　※１ ＋2

13 申込み児童を認可外保育施設等に有償で預けているのを常態としている　※２ ＋3

14 市外から転入（転入予定）した児童が転入前の市区町村において認可保育施設を利用している場合 ＋3

15
５歳児クラスを持たない市内の認可保育施設を継続して３ヶ月以上利用している、又は市内の家庭的保育事
業等を継続して３ヶ月以上利用し、対象年齢をもって認可保育施設への利用を申込む場合（４月入園の利用
調整時のみ）　※３

＋5

16
認可外保育施設等における保育を有償で受けることを常態としている児童について、当該認可外保育施設
等が廃止されることにより、当該保育を受けることができなくなることに伴い利用申込みを行う場合（当該認
可外保育施設等が廃止される月の翌月入園の利用調整時のみ）

＋5

17
いちかわ保育ルーム事業による保育を継続して３ヶ月以上利用し、対象年齢をもって認可保育施設への利
用を申込む場合（４月入園の利用調整時のみ）　※３ ＋1

18 申込み児童が身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳を有する場合 ＋1

19
入園を希望する認可保育施設を兄弟姉妹（４月からの入園希望の場合は、卒園予定の児童を除く）が利用し
ている場合 ＋3

20
小規模保育事業による保育の利用を希望する場合、その連携施設となっている認可保育施設における保育
又は連携施設となっている幼稚園における預かり保育を兄弟姉妹が利用している場合
※４月入園を希望する場合は、兄弟姉妹が卒園予定の場合を除く

＋3

21

認可保育施設における保育の利用を希望する場合、それが連携施設となっている小規模保育事業による保
育を兄弟姉妹が利用している場合
※４月入園を希望する場合は、兄弟姉妹が卒園予定であり、連携施設となっている認可保育施設への入園
の内定を受けていない場合を除く

＋3

22 利用申込みに係る児童の兄弟姉妹が利用している認可保育施設への変更（転園）を希望する場合 ＋2 ○

23 未就学児が３人以上いる場合（申込み児童を含む） ＋1

24 双生児以上の申込みの場合 ＋1

25 申込み児童以外の未就学児がいるが、その児童の認可保育施設の利用申込みをしない場合　※４ -3

26
希望した認可保育施設に入園内定をしたが、自己都合により内定又は入園を辞退し、その後１２ヶ月以内に
再申込みをする場合 -5

27
利用申込みにおいて希望した認可保育施設に入園した後に、当該申込みにおいて希望した他の認可保育
施設への変更（転園）を希望する場合　　　※兄弟姉妹が利用している認可保育施設への変更を除く -5 ○

28
保育料の未納があり、保護者が保育料の納付に関する相談に応じず、又は保育料の納付誓約を履行しない
場合

-5 ○

29 児童福祉等の観点から特に調整が必要と認められる場合 ＋1～10 ○

※１

※２

※３

※４

※５

預かり保育を実施している幼稚園(預かり保育利用中及び利用予定の場合)及びその他福祉施設に通所している場合は除きま
す。

保育所等変更（転園）申請については、「転園」欄に○がついた指数のみ適用します。

《保育の利用基準調整表》　

保
護
者

兄
弟

世
帯

児
童

そ
の
他

家庭の状況等

ハローワークからの受給資格証の提出が必須となります。

認可外保育施設等とは、認可外保育施設、事業所内保育施設、居宅訪問型保育（いずれも都道府県知事に届出している施設又
は会社の就業規則等に定めがある施設に限る）です。月６４時間以上の就労もしくは就学のため、又は妊娠出産（産前産後休暇
は含まない）のために、月極契約（月６４時間以上）をしている場合に限ります。求職活動・就労就学内定・産前産後休暇・育児休
業中の場合は、適用となりません。7号と13号が該当する場合は調整を行い、いずれか一つを適用します。また、16号が適用され
る場合、13号との併用はできません。

４月入所申込み受付期間の締切日時点で３ヶ月以上継続して入所又は利用していることが条件となります。

2
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順位 保　護　者　の　状　況　等

1
両親が不存在である場合又は死亡、離婚、未婚、行方不明、拘禁若しくは離婚調停中の別居によ
り両親の一方が不存在である場合

2
過去の利用申込みにおいて希望した認可保育施設に入園内定した後に当該内定を辞退したこと
がない場合

3
期日までに児童が家庭において保育を受けることが困難な事由を証する書類が全て提出されてい
る世帯

4 保護者が市内居住者である場合又は市内に転居予定である場合

5 保育の利用基準調整表による調整前の指数が高い場合

6
入園を希望する認可保育施設を兄弟姉妹（４月から入園を希望する場合は、卒園予定の児童を除
く。）が利用している場合

7
利用申込みに係る当該児童の兄弟姉妹が障害を有する場合（身体障害者手帳、療育手帳又は精
神障害者保健福祉手帳を所持している場合に限る。）

8 利用申込みに係る当該児童の１８歳未満の兄弟姉妹の数が多い場合

9 保育料の未納がない場合

10 利用を希望する認可保育施設の希望順位の高い世帯

11
保育料算定年度の市町村民税（特別区民税を含む。）に係る地方税法（昭和２５年法律第２２６号）
第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額の合計額が低い場合

（注） 新規入園の利用申込み者と、認可保育所等変更（転園）の申込み者の基準指数と調整指数の合
計が同一の場合は、上記の優先順位によらず、新規入園の利用申込み者を優先するものとする。

《優先順位（基準指数と調整指数の合計が同一の場合）》
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